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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 
 回次
 
 

第33期
第３四半期連結
累計期間

第34期
第３四半期連結
累計期間

第33期

 
 

　　会計期間 
 
 

自平成23年
１月１日

至平成23年
９月30日

自平成24年
１月１日

至平成24年
９月30日

自平成23年
１月１日

至平成23年
12月31日

売上高 （千円） 3,405,1201,354,3734,262,223

経常利益又は経常損失（△） （千円） △337,515 81,048 △444,701

四半期純利益又は四半期（当期）純

損失（△）
（千円） △378,336 76,467 △486,948

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △378,394 76,493 △487,010

純資産額 （千円） 572 118,446 41,953

総資産額 （千円） 2,832,9431,986,4822,166,156

１株当たり四半期純利益金額又は四

半期（当期）純損失金額（△）
（円） △6,145.02 800.29 △7,756.67

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 0.0 6.0 1.9

　

 
 回次
 
 

第33期
第３四半期連結
会計期間

第34期
第３四半期連結
会計期間

 
 

　　会計期間 
 
 

自平成23年
７月１日

至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日

至平成24年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（円） △1,617.00 436.55

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

４　第33期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変

更があった事項は、次のとおりであります。　

当社グループは、前連結会計年度（平成23年12月期）におきまして、売上高が大幅に減少し、営業損失294百万円

（前々連結会計年度は営業損失247百万円）、経常損失444百万円（前々連結会計年度は経常損失443百万円）を計

上いたしました。当該状況により、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

況が存在しているものと認識し、当該状況を解消すべく、財務体質の改善及び収益の向上に努めてまいりました。こ

の結果、当第３四半期連結累計期間において、営業利益123百万円、経常利益81百万円、四半期純利益76百万円を計上

するなど当社グループの収益基盤及び財務基盤は安定的な状態に移行し、継続企業の前提に関する重要な疑義を生

じさせるような状況は解消されたものと判断いたしました。

上記のほか、当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

  

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

（1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日～平成24年９月30日）における我が国経済は、東日本大震災の復

興関連需要などから国内需要が堅調に推移し、企業の設備投資も緩やかな増加基調となるなど、僅かではあります

が景気回復の兆しが見受けられます。しかしながら、欧州の債務問題の悪影響が周辺国へ波及し、中国経済も減速感

の強い状況が続くなど、依然として先行き不透明な状況にあると思われます。

当社グループが属する不動産業界におきましては、首都圏のマンション契約率が、月によってバラツキはありま

すが、比較的高水準を維持しており、不動産市況は概ね回復基調の傾向が続いていると思われます。

このような事業環境のもと、当社グループは賃貸マンションの家賃管理業務を中心とした不動産管理事業を事業

領域の中心に据え、厳格なコスト管理及びサービスの一層の向上を図り、安定的な利益獲得に努めるとともに投資

用マンション１棟43戸の販売を完了いたしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,354百万円（前年同四半期比60.2％減）、営業利益123百万円

（前年同四半期は251百万円の営業損失）、経常利益81百万円（前年同四半期は337百万円の経常損失）、四半期純

利益76百万円（前年同四半期は378百万円の四半期純損失）となりました。

　

セグメントの業績は次のとおりであります。　

（不動産販売事業）

川崎市中原区の投資用マンション１棟43戸を販売し、売上高は594百万円（前年同四半期比78.1％減）、営業利益

は13百万円（前年同四半期は242百万円の営業損失）となりました。　

　

（不動産管理事業）

厳格なコスト管理に努め、売上高は331百万円（前年同四半期比2.4%減）、営業利益は179百万円（前年同四半期

比2.7％増）となりました。　

　

（不動産賃貸事業）

サブリース物件が増加したことなどから、売上高は287百万円（前年同四半期比20.1％増）、営業利益は33百万円

（前年同四半期比14.6％増）となりました。　

　

（不動産仲介事業）

積極的な営業活動が功を奏し、売上高は105百万円（前年同四半期比59.3％増）、営業利益は46百万円（前年同四

半期比199.6％増）となりました。　

　

（その他の事業）
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主にビジネスホテルファンド１物件の運営により、売上高は36百万円（前年同四半期比17.4％減）、営業利益は

15百万円（前年同四半期比316.1％増）となりました。

　

（2）財政状態

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ179百万円減少し、1,986百万円となりました。

これは主に受取手形及び売掛金が回収により57百万円減少したこと、現金及び預金が58百万円減少したこと及び仕

掛販売用不動産が売却等により82百万円減少したことによるものであります。なお、投資不動産の取得原価が第２

四半期連結会計期間末より16百万円増加しておりますが、これは新たな投資不動産を取得したのではなく、前期以

前に取得しておりました43区画ある駐車場・店舗等に不動産取得税が課されたことによる簿価の増加であります。

　

　

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ256百万円減少し、1,868百万円となりまし

た。これは主に有利子負債が返済により158百万円減少したこと、未払消費税等が40百万円減少したこと及び長期預

り保証金が34百万円減少したことによるものであります。　

　

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べ76百万円増加し、118百万円となりま

した。これは主に四半期純利益76百万円の計上によるものであります。

  　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

(4)研究開発活動

該当事項はありません。

　

(5）生産、受注及び販売の実績

①生産実績

当社グループは、不動産販売事業、不動産管理事業、不動産賃貸事業、不動産仲介事業、その他の事業を営んでお

り、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

　

②契約実績

当第３四半期連結累計期間における不動産販売事業の契約実績は次のとおりであります。

区分
前第３四半期連結累計期間
自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日

当第３四半期連結累計期間
自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日

前年同四半期比
（％）

投資用マンション（千円） 2,435,676 1,054,318 43.3

そ     の     他（千円） 560,775 － －

 合計（千円） 2,996,452 1,054,318 35.2

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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③販売実績

当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 　
 
区分
 

前第３四半期連結累計期間
  自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日

当第３四半期連結累計期間
  自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日

前年同
四半期比
（％）

不動産販売事業 （千円）

投資用

マンション
2,155,739 594,63527.6

その他 561,283 － －

小計 2,717,022 594,63521.9

不動産管理事業 （千円） － 339,135 331,05097.6

不動産賃貸事業　 （千円） － 239,172 287,214120.1

不動産仲介事業　 （千円） － 66,204 105,468159.3

報告セグメント計　 （千円） － 3,361,534 1,318,36839.2

その他 　 （千円） － 43,586 36,004 82.6

合計 （千円） － 3,405,120 1,354,37339.8

（注） １  上記の金額には消費税等は含まれておりません。

       ２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

       ３　不動産販売事業における「その他」の内容は、土地・オフィスビル等の販売であります。

       ４  その他には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 150,000

計 150,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
（平成24年９月30日）

提出日現在
発行数(株)

（平成24年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 96,382 96,382
大阪証券取引所

JASDAQ(スタンダード)

当社は単元株制度

を採用しておりま

せん。

計 96,382 96,382 － －

　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

   　該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

   該当事項はありません。

　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 96,382 － 1,146,418 － 1,121,858

　

　

（６）【大株主の状況】

   当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社陽光都市開発(E04039)

四半期報告書

 6/19



（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成24年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

　 平成24年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　    832 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 95,550 95,550 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 96,382 － －

総株主の議決権 － 95,550 －

 

②【自己株式等】

　 平成24年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社

陽光都市開発

神奈川県横浜市西区

高島二丁目６番32号
832 － 832 0.86

計 － 832 － 832 0.86

 

　

２【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏  名 異動年月日

　取締役 国際事業部長 　取締役 　　－ 張　平 平成24年４月１日

　

EDINET提出書類

株式会社陽光都市開発(E04039)

四半期報告書

 7/19



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 433,478 375,346

受取手形及び売掛金 114,719 57,449

商品及び製品 4,213 4,405

販売用不動産 － ※1
 499,715

仕掛販売用不動産 ※1
 184,098

※1
 101,294

原材料及び貯蔵品 2,850 2,785

その他 80,908 77,256

貸倒引当金 △63,714 △57,659

流動資産合計 756,553 1,060,594

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 30,294 30,294

減価償却累計額 △15,825 △17,377

建物及び構築物（純額） 14,469 12,916

車両運搬具 1,537 1,537

減価償却累計額 △1,537 △1,537

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 45,607 46,755

減価償却累計額 △44,559 △45,230

工具、器具及び備品（純額） 1,048 1,525

土地 12,451 12,451

リース資産 11,113 11,113

減価償却累計額 △4,445 △6,112

リース資産（純額） 6,668 5,001

有形固定資産合計 34,637 31,894

無形固定資産

その他 1,306 1,007

無形固定資産合計 1,306 1,007

投資その他の資産

投資有価証券 143 169

長期貸付金 4,933 4,823

繰延税金資産 5,010 4,904

投資不動産 1,562,576 1,009,511

減価償却累計額 △249,875 △171,777

投資不動産（純額） ※1
 1,312,701

※1
 837,733

その他 55,660 50,143

貸倒引当金 △4,790 △4,788

投資その他の資産合計 1,373,659 892,986

固定資産合計 1,409,602 925,888

資産合計 2,166,156 1,986,482
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,622 12,715

短期借入金 ※1
 907,600

※1
 937,200

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 214,063

※1
 25,780

預り金 303,917 292,708

未払法人税等 4,266 3,505

未払消費税等 44,889 4,561

賞与引当金 － 1,729

その他 180,086 177,435

流動負債合計 1,670,445 1,455,635

固定負債

退職給付引当金 15,697 15,850

長期預り保証金 419,451 385,228

その他 18,609 11,320

固定負債合計 453,757 412,400

負債合計 2,124,203 1,868,036

純資産の部

株主資本

資本金 1,146,418 1,146,418

資本剰余金 1,121,858 1,121,858

利益剰余金 △2,126,284 △2,049,816

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 42,079 118,547

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △126 △101

その他の包括利益累計額合計 △126 △101

純資産合計 41,953 118,446

負債純資産合計 2,166,156 1,986,482
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 3,405,120 1,354,373

売上原価 3,198,193 1,028,164

売上総利益 206,926 326,208

販売費及び一般管理費 458,653 203,052

営業利益又は営業損失（△） △251,726 123,156

営業外収益

受取手数料 750 －

融資手数料戻り 6,495 －

債務勘定整理益 11,460 －

貸倒引当金戻入額 － 6,058

その他 7,370 2,316

営業外収益合計 26,076 8,374

営業外費用

支払利息 58,143 34,292

支払手数料 53,278 16,121

その他 442 67

営業外費用合計 111,865 50,481

経常利益又は経常損失（△） △337,515 81,048

特別利益

貸倒引当金戻入額 453 －

償却債権取立益 37 －

固定資産売却益 3,344 －

受取和解金 2,000 －

特別利益合計 5,835 －

特別損失

固定資産除却損 1,451 －

減損損失 － 3,607

事業構造改善費用 21,109 －

事業構造改善引当金繰入額 11,726 －

特別損失合計 34,287 3,607

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△365,967 77,441

法人税、住民税及び事業税 1,461 867

法人税等調整額 10,906 106

法人税等合計 12,368 973

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△378,336 76,467

少数株主利益 － －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △378,336 76,467
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△378,336 76,467

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △58 25

その他の包括利益合計 △58 25

四半期包括利益 △378,394 76,493

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △378,394 76,493
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　　

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　　

（所有目的の変更）

ファンド事業の投資収益を獲得する資産として、固定資産の投資その他の資産における投資不動産に計上しておりま

した建物405,707千円、土地72,882千円をファンドの信託期間が満了したことに伴い、販売目的の資産として販売用不動

産に振替えております。

　

（法人税率の変更等による影響）

平成23年12月２日付で「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法

律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、法人税率が変更されることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産の計算に使用する法定実効税率は、従来の40.9％から35.6％に段階的に変更されます。

なお、変更後の法定実効税率を当第３四半期連結累計期間に適用した場合の損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度

　　　　　　　　　（平成23年12月31日）

当第３四半期連結会計期間

　　　　　　　　　（平成24年９月30日）

　※１　担保資産

　借入金1,062,983千円（１年内返済予定の長期借入

金155,383千円、短期借入金907,600千円）の担保とし

て抵当に供しているものは次のとおりであります。

　現金及び預金 5,000千円

　仕掛販売用不動産 153,927千円

　投資不動産 1,132,426千円

　    合計 1,291,353千円

 

　

　　２　  偶発債務

　　　当社は平成23年５月にＦＧＰ開発合同会社から当社所

有の駐車場・店舗を買戻し特約付で譲渡することで事

業資金310百万円を調達し、平成23年12月に買い戻すこ

とで当該借入金310百万円を返済いたしましたが、ＦＧ

Ｐ開発合同会社と資金調達に関する手数料等につきま

して、当連結会計年度末において合意ができておりま

せん。協議の結果によっては、手数料等が発生する場合

があります。

　　　

　※１　担保資産

　借入金962,980千円（１年内返済予定の長期借入金

25,780千円、短期借入金937,200千円）の担保として

抵当に供しているものは次のとおりであります。

　販売用不動産 499,715千円

　仕掛販売用不動産 96,012千円

　投資不動産 659,509千円

　    合計 1,255,238千円

　

　　２　　　　　　　　───────
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第３四半期連結累計期間に係る四半期連

結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無

形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　23,688千円

　

減価償却費　　　　　　　　　　　　　14,321千円

　

　

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）

配当に関する事項

(1)配当金支払額

 　該当事項はありません。

　

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

 　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

(1)配当金支払額

 　該当事項はありません。

　

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

 　該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

不動産

販売事業

不動産

管理事業

不動産

賃貸事業

不動産

仲介事業
計

 売上高          

外部顧客への売上高 2,717,022339,135239,17266,2043,361,53443,5863,405,120 － 3,405,120

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － － －

計 2,717,022339,135239,17266,2043,361,53443,5863,405,120 － 3,405,120

セグメント利益又はセ

グメント損失（△）
△242,782174,83729,27315,499△23,172 3,760△19,411△232,315△251,726

　（注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。

　　　　２.セグメント利益又はセグメント損失の調整額△232,315千円は、各セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

　　　　３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日　至　平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 

不動産

販売事業

不動産

管理事業

不動産

賃貸事業

不動産

仲介事業
計

 売上高          

外部顧客への売上高 594,635331,050287,214105,4681,318,36836,0041,354,373 － 1,354,373

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ 6,484 － － 6,484 － 6,484△6,484 －

 計 594,635337,534287,214105,4681,324,85236,0041,360,857△6,4841,354,373

セグメント利益 13,052179,49033,54646,442272,53115,648288,180△165,024123,156

　（注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業等が含まれております。

　　　　２.セグメント利益の調整額△165,024千円は、セグメント間取引消去△6,484千円、各セグメントに配分していない

全社費用△158,540千円であります。

　　　　３.セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。
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２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　　　　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△6,145円02銭 800円29銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△378,336 76,467

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
△378,336 76,467

普通株式の期中平均株式数（株） 61,568 95,550

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月13日

株式会社陽光都市開発

取締役会　御中

清 和 監 査 法 人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 南方　美千雄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　亮　　    印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社陽光都市

開発の平成24年１月１日から平成24年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年１月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社陽光都市開発及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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